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１．当四半期決算に関する定性的情報 

(１) 経営成績に関する説明

当第 3四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和を背景に雇用情

勢が改善に向かい、個人消費に持ち直しの動きが見られるものの、英国の EU 離脱や中国をはじめとし

た新興国の景気下振れリスクなどを材料に円高が進行したことから、企業収益見通しや設備投資につい

ては足踏み状態にありました。昨年 11 月の米国大統領選後、新政権の財政出動と減税による米国景気

浮揚とそれに伴う日米金利格差拡大期待からドル高・株高基調に転じ、企業業績押し上げへの期待も出

てきたものの、その保護主義的政策が米国内外の経済・金融環境に与える影響も懸念され、世界景気の

先行きは不透明な状況が続いております。

かかる環境のもと、政府が 12 月 20 日に発表した「薬価制度の抜本改革に向けた基本方針」の中で、

現在は 2年に 1度行われている薬価改定に加え、その間の年にも大手薬品卸業者などを対象に薬価調査

を行い、価格のかい離の大きな品目について薬価改定を行うことなどが決定されました。どのような品

目を対象とするかといった具体的内容については、2017 年度中に結論を得ることとしていますが、本制

度変更が今後の医薬品業界に与える影響は少なくないものと予想されます。 

なお、当社は資本効率及び株主還元のさらなる向上を図るため、当第 3四半期に自己株式取得を行う

ことを決定しております（詳細につきましては、10月 31 日公表の「自己株式取得に係る事項の決定に

関するお知らせ」を参照ください）。 

（医薬品事業） 

医療用医薬品事業のうち、ジェネリック医薬品につきましては、国の使用促進策を背景に前年度ほど

の勢いはないものの、薬局での使用増加や大学病院をはじめとする基幹病院（DPC 病院）での需要の拡

大が続いています。また、本年度新たに盛り込まれた、外来後発医薬品使用体制加算や一般名処方加算

の見直しなどの使用促進策により、これまでジェネリック医薬品の使用に積極的でなかった医療機関に

おいても徐々に採用の動きが表れつつあります。一方で、ジェネリック医薬品の薬価が 3ランクに集約

されたことや新規収載時の薬価が引き下げられたこと、また、市場競争の激化などから、収益環境は厳

しさを増しております。 

かかる状況下、当第 3四半期連結累計期間においては、ジェネリック医薬品の自社販売売上や同業他

社向けの販売である導出売上が思うように伸長しておらず、ジェネリック医薬品事業の売上高は 22,928

百万円（前年同期比 1.7％増）となりました。また主力品につきましては、全般にジェネリック医薬品

や競合品への置き換えが進んでいることに加え、本年度は薬価改定の影響もあることから売上高は前年

同期を下回る結果となりました。 

これらの結果、医薬品事業全体の売上高は 26,270 百万円（前年同期比 0.1％増）、営業利益は 2,327

百万円（前年同期比 4.7％減）となりました。 

（その他） 

主に受託試験事業、ヘルスケア事業及び不動産賃貸事業である「その他」の事業の業績は、受託試験

事業の競争環境が厳しさを増していることなどから、売上高は 616 百万円（前年同期比 8.4％減）とな

り、33 百万円の営業損失（前年同期は 9百万円の営業利益）となりました。 

以上の結果、当第 3四半期連結累計期間の売上高は 26,886 百万円（前年同期比 0.1％減）、営業利益

は 2,294 百万円（前年同期比 6.4％減）、経常利益は 2,378 百万円（前年同期比 1.6％減）、親会社株主

に帰属する四半期純利益は 1,688 百万円（前年同期比 4.7％増）となりました。 

(２) 財政状態に関する説明

①資産、負債及び純資産の状況

1)資産

流動資産は前期末に比べて 377 百万円増加し、27,755 百万円となりました。これは、現金及び預金

の減少があったものの、主に受取手形及び売掛金の増加によるものです。

固定資産は前期末に比べて 1,523 百万円増加し、17,787 百万円となりました。これは主に設備投資

の充実によるものです。 

この結果、総資産は前期末に比べて 1,901 百万円増加し、45,545 百万円となりました。 

2)負債

流動負債は前期末に比べて 509 百万円減少し、15,146 百万円となりました。これは、仕入債務の増

加があった一方で、主に 1年内返済長期借入金の減少によるものです。

固定負債は前期末に比べて 1,407 百万円増加し、13,353 百万円となりました。これは、主に長期借

入金の増加によるものです。 

この結果、負債合計は前期末に比べて 897 百万円増加し、28,500 百万円となりました。 
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3)純資産 

純資産合計は前期末に比べて 1,003 百万円増加し、17,045 百万円となりました。これは、自己株式

取得があった一方で、親会社株主に帰属する四半期純利益を 1,688 百万円計上したことによるもので

す。 
 

(３) 連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

平成 28 年 5月 12 日に公表した通期連結業績予想を下記の通り修正いたしました。 
 

 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主
に帰属する 
当期純利益 

1 株当たり 
当期純利益 

前回発表予想（A） 
百万円 

38,000 
百万円 

2,800 
百万円 

2,700 
百万円 

1,850 
円   銭 

470  77 

今回発表予想（B） 35,500 2,800 2,700 1,850 474  79 

増 減 額（B－A） △ 2,500   －   －   －  

増 減 率（％） △ 6.6   －   －   －  

(ご参考)前期実績 
(平成 28 年 3月期) 

35,602 3,145 2,945 1,961 499  12 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する情報 

(１) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 
該当事項はありません。 

 

(２) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。 
 

(３) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

    当社及び国内連結子会社は法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変

更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第 32 号 平成 28 年 6 月 17 日）を第 1四半期連結会計期

間に適用し、平成 28 年 4 月 1 日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率

法から定額法に変更しております。 

  これによる損益に与える影響は軽微であります。 
 

(４) 追加情報 

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

  「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26 号 平成 28 年 3 月

28 日）を第 1四半期連結会計期間から適用しております。 
 

（連結納税制度の適用） 

  当社及び国内連結子会社は、第 1四半期連結会計期間から当社を連結納税親会社とした連結納税制

度を適用しております。 
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(３) 四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

当第 3四半期連結累計期間（自 平成 28 年 4 月 1日 至 平成 28 年 12 月 31 日） 

該当事項はありません。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 
当第 3四半期連結累計期間（自 平成 28 年 4 月 1日 至 平成 28 年 12 月 31 日） 

当社は、平成 28 年 10 月 31 日開催の取締役会において、会社法第 165 条第 3 項の規定により読み

替えて適用される同法第 156 条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議し、自己株式

の取得を実施いたしました。主にこの結果により、当第 3 四半期連結累計期間において自己株式が

458百万円増加し、当第3四半期連結会計期間末における自己株式は2,039百万円となっております。 

 

（セグメント情報等） 

前第 3四半期連結累計期間（自 平成 27 年 4 月 1日 至 平成 27 年 12 月 31 日） 

1)報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
(単位：百万円) 

 
報告セグメント その他 

(注)1 
合計 調整額 

四半期連結損益

計算書計上額

(注)2 医薬品事業 

売 上 高      
外部顧客に対する売上高 26,241 673 26,914 ― 26,914 

セグメント間の内部売上高又は振替高 15 59 74  △ 74 ― 

計 26,256 733 26,989  △ 74 26,914 

セグメント利益 2,442 9 2,451 ― 2,451 

(注) 1.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、安全性試験の受託等、ヘルスケア事業及
び不動産賃貸事業を含んでおります。 

2.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
 

当第 3四半期連結累計期間（自 平成 28 年 4 月 1日 至 平成 28 年 12 月 31 日） 

1)報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
(単位：百万円) 

 
報告セグメント その他 

(注)1 
合計 調整額 

四半期連結損益

計算書計上額

(注)2 医薬品事業 

売 上 高      
外部顧客に対する売上高 26,270 616 26,886 ― 26,886 

セグメント間の内部売上高又は振替高 8 8 17  △ 17 ― 

計 26,278 625 26,904  △ 17 26,886 

セグメント利益又は損失(△) 2,327  △ 33 2,294 ― 2,294 

(注) 1.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、安全性試験の受託等、ヘルスケア事業及
び不動産賃貸事業を含んでおります。 

2.セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

 

(４) 重要な後発事象 

当第 3四半期連結累計期間（自 平成 28 年 4 月 1日 至 平成 28 年 12 月 31 日） 

該当事項はありません。 
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